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介護報酬改定全体の改定率

平成27年度 予算案の主要事項 (抄 )

(2)介護保険制度による介護サービスの確保【一部新規】(一部社会保障の充実 )

①介護保険制度による介護サービスの確保【一部新規】(一部社会保障の充実 )
2兆 6,201億円(2兆 6)201億円)

地域包括ケアシステムの実現に向け、介護を必要とする高齢者の増加に伴い、在宅サービス、
施設サービス等の増加に必要な経費を確保する。
また、平成27年度介護報酬改定においては、介護職員の処遇改善、物価の動向、介護事業者
の経営状況、地域包括ケアの推進等を踏まえ、▲2.27%の 改定率とする。

改定率▲2.27%
(処遇改善 :+1.650/o、 介護サービスの充実 :+0.56%、 その他 :▲ 448%)

(改定の方向)
・ 中重度の要介護者や認知症高齢者になったとしても、「住み慣れた地域で自分らしい生活を続けら

れるようにする」という地域包括ケアシステムの基本的な考え方を実現するため、引き続き、在宅生

活を支援するためのサービスの充実を図る。
・ 今後も増大する介護ニーズヘの対応や質の高い介護サービスを確保する観点から、介護職員の安

定的な確保を図るとともに、更なる資質向上への取組を推進する。
口介護保険制度の持続可能性を高め、より効果的かつ効率的なサービスを提供するため、必要な
サービス評価の適正化や規制緩和等を進める。



平成27年4月 介護報酬改定のスケジュール
～社会保障審議会介護給付費分科会の予定等～

04月 ～10月  総論、事業者団体等ヒアリング
24年度・26年度
<テーマ>
・定期巡回・随時対応サービス、小規模多機能型居宅介護、複合型サービス、訪間看護
・認知症への対応、高齢者向け住まい
・区分支給限度基準額、ケアマネジメント
・介護福祉施設サービス、特定施設入居者生活介護等
・介護老人保健施設、介護療養型医療施設
・通所系サービス、訪間系サービス等
口介護人材確保対策、地域区分

12月 19日  審議報告について議論

1月 9日  審議報告とりまとめ

02月 頃 介護報酬改定案 諮問・答申 → 改定施行 (4月 )

各サービスの収支差率

サービスの種類 平成26年 平成23年 サービスの種類 平成26年 平成23年

介護老人福祉施設 870/ 930/ 認知症対応型通所介護 7.3ツ 590/

地域密着型介護老人福祉施設 80シ 19ツ 通所リハビリテーション 7.60/ 4.0%

介護老人保健施設 56% 99% 短期入所生活介護 73% 56%

介護療養型医療施設 (病院 ) 8.2% 97% 居宅介護支援 -1.07 -26%

認知症対応型共同生活介護 112% 84% 福祉用具貸与 3.3) 60×

訪間介護 74ツ 51) 小規模多機能型居宅介護 6.1% 5.90/

夜間対応型訪問介護 38% 4.6% 特定施設入居者生活介護 122% 3.50/

訪問入浴介護 5_4ツ 670/ 地域密着型特定施設入居者生活介護 68, 380/

訪間看護 50% 23% 足期巡回・随時対応型訪間介護看護 090/

訪間リハビリテーション 53% 31% 複合型サービス -0.50/

通所介護 106) 11 6%



介護職員処遇改善加算の見直しについて

介護職員処遇改善加算について、処遇改善が後退しないよう現行の加算の仕組みは維持しつつ、更なる資

質向上の取組、雇用管理の改善、労働環境の改善の取組を進める事業所を対象とし、更なる上乗せ評価を行
うための区分を新設する。

>現行の介護職員処遇改善加算 (以下「処遇改善加算」という。)を維持しつつ、更なる資質向上の取組、
雇用管理の改善、労働環境の改善の取組を進める事業所を手厚く評価を行うための区分を新設する。

具体的な要件としては、処遇改善加算では、加算取得のキャリアパス要件として、
① 職位口職責口職務内容に応じた任用要件と賃金体系を整備すること、
又は
② 資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること、
のいずれかを満たすことを求めるとともに、『定量的要件』として、賃金改善以外の処遇改善への取組の
実施を求めているが、現行のキャリアパス要件①と②の両方の整備を求める。

また、新設区分の定量的要件は、

※ 現行の定量的要件は、平成20年 lo月 から現在までの取組内容を1つ以上記述することとなつている。

>

>

【対

キヤリアパス要件〔

"Ш
キャリアバス要件(2)
と新たな定量的要件を満たす

キヤリアバス要件①
又は
キャリアバス要件②
と既存の定量的要件を満たす

キヤリアバス要件嘔)
キヤリアバス要件(2,

既存の定量的要件
のいずれかを満たす

キャリアバス要件C
キャリアパス要件②
既存の定量的要件
のいずれも満たさず

新設の加算 現行の加算 I 現行の加算Ⅱ
(現行の加算 I X09)

現行の加算Ⅲ
(現イテのカロ算 I ×0.8)

団塊の世代が75歳以上となり医療・介護等の需要の急増が予想される2025(平成37)年を目途に、医療や介護が必要な状態に
なつても、できるだけ住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活
支援が包括的に確保される「地域包括ケアシステム」の構築に向けて取組を進める。

(1)地域医療介護総合確保基金(介腱分)724億円

○ 平成26年 6月 に成立した医療介護総合確保推進法に基づき、各都道府県
に設置した地域医療介護総合確保基金を活用し、介護施設等の整備を進め

るほか、介護人材の確保に向けて必要な事業を支援する。

地域密着型特別養護老人ホーム等の地域密着型サービスの施設の整備
に必要な経費や、介護施設 (広域型を含む)の開設準備等に必要な経費、
特養多床室のプライバシー保護のための改修など介護サービスの改善を図

るための改修等に必要な経費の助成を行う。(634億 円)

②介謹従事者の確保に関する事業

多様な人材の参入促進、資質の向上、労働環境・処遇の改善の観点から

介護従事者の確保対策を推進する。(90億 円)| ソニ全
^色
壇コ合

(2)平成27年度介護報酬改定における介腱職員の処遇改善等
1,051億円

○ 介護報酬改定において、介護職員の処遇改善等を行う。

・1人あたり月額 1万 2千円相当の処遇改善
(784億 円<改定率換算で+1 65%>)

。中重度の要介護者や認知症高齢者等の介護サービスの充実

(266億 円<改定率換算で+056%>)

(参考 :改定率 )

改定率▲227%
(処遇改善:+1 65%、 介護サービスの充実:+0569も 、その他:▲448%)

※基金の負担割合



地域医療介護総合確保基金
平成27年 度予算 (案)¬ ,628億円
(医療分 904億円、介護分 724億円)

国

,台賛税財源活ミ

都
道
府
県

基金
※国と都道府県の

負担割合2/3、 1/3

都道府県計画

(基金事業計画)

市
町
村

市町村計画

(基金事業計画)

事業 者 等  (医療機関、介護サービス事業所等)

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保 (関係者の意見を反映させる仕組みの整備
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定デ1/目 標と計画期間 (原則1年間)/
事業の内容、費用の額等 /事 業の評価方法※2
:11 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実1青を
踏まえて設定.市町村|ま、日常生活圏域を念頭に設定.

)イ 2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検言[し、墓金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

１

　

　

２

地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業

居宅等における医療の提供に関する事業

3介護施設等の整備に関する事業
4医療従事者の確保に関する事業
5介護従事者の確保に関する事業

地域医療介護総合確保基金を活用した介護施設等の整備

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けて、者「道府県計画に基づき、地域密着型サービス等、地域の実情に
応じた介護サービス提供体制の整備を促進するための支援を行う。

平成27年 度予算 (案 )
634億円

(参考)その他の高齢者向け施設等の整備助成

◆ 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 (ハード交付金)
・既存介護施設におけるスフリンクラー等の整備や耐震化改修を行い、介護施設等の防災対策を推進。《平成26年度補正予算》
::`1当 :方法|[li f`)が 改 ,liされ,■ )ILし 〔

`ヽ

[σ ぢP、l it11年卜11つ こヽス′`|ン ク=ラ  |ハ裁ドlが itfゝ 什:|(1271ヽ 11,,、 113011ミ ilヽ過11:ド 1)
・地域支え合いセンター整備など地域における高齢者の生きがい活動や地域貢献等を支援する先進的・モデル的な事業を推進仝
◆ 地域介護・福祉空間整備推進交付金 (ソフト交付金)
・先進的・モデル的な事業の設備等に要する経費を支援 (
◆介護基盤緊急整備等臨時特例基金 → 平成26年度末をもつて震災対応分を除き終了



平成27年度予算 (案 )
90億円

○地域住民や学校の生徒に対する

介護や介護の仕事の理解促進

○若者・女性・高齢者など多様な世

代を対象とした介護の職場体験

○高齢者など地域の住民による生

活支援の担い手の養成

○介護未経験者に対する研修支援

○過疎地域等の人材確保が困難

な地域における合同就職説明会
の実施

○新人介護職員に対するエル

ダー・メンター (新人指導担当者 )
制度等導入のための研修

○管理者等に対する雇用改善方

策の普及
・管理者に対する雇用管理改善の
ための労働関係法規、休暇・休
職制度等の理解のための説明会
の開催
・介護従事者の負担軽減に資する
介護ロボットの導入支援

○介護従事者の子育て支援のた

めの施設内保育施設運営支援

地域医療介護総合確保基金を活用した介護従事者の確保

○ 地域の実情に応じた介護従事者の確保対策を支援するため、都道府県計画を踏まえて実施される「参入促進」・「資
質の向上」・「労働環境・処遇の改善」に資する事業を支援。

→ これまで予備費や補正予算で実施してきた基金事業を大幅に充実・拡充
(参考)福祉・介護 人羽確保緊急支援事業の25年度執行実績38億 円

○介護人材キャリアアップ研修支援
。経験年数3～ 5年程度の中堅職員に対する研修
・喀痰吸引等研修
・介護キヤリア段位におけるアセッサー講習受講
・介護支援専門員に対する研修

○各種研修に係る代替要員の確保

○潜在介護福祉士の再就業促進
・知識や技術を再確認するための研修の実施
・離職した介護福祉士の所在等の把握

○認知症ケアに携わる人材育成のための研修

○地域包括ケアシステム構築に資する人材育成
・生活支援コーテ・ィネーターの養成のための研修

○認知症高齢者等の権利擁護のための人材育成

等

○ 関係機関・団体との連携・協働の推進を図るための、都道府県単位での協議会の設置
○ 介護人材育成等に取り組む事業所に対する都道府県の認証評価制度の運営支援         8

介護ロボットの導入支援事業について

・介護施設等の実情に応じて策定する                      の実
現のために使用される介護ロボットであつて、
に提供する介護業務の負担軽減や効率化に

→都道府県が提出された計画内容を判断

<記載内容>
>達成すべき目標 >導入すべき機種 >期待される効果等とし、実際の活用モデルを示す
ことで他の介護施設等の参考となるべき内容であること。(3年計画)

・日常生活支援における
ボットが対象 (※ )。
※対象となる機器の範囲については今後具体的に提示

・¬機器につき10万円の補助 (具体的な補助の要件は今後検討)

○ 現在市場化されつつある新たな技術を活用した介護ロボットは、介護従事者の身体的負担の軽減や業務の
効率化など、介護従事者が継続して就労するための環境整備策として有効である。

○ これらの介護ロボットは価格が高額であることから、普及促進策として、地域医療介護総合確保基金にメ
ニューを設けて、介護環境の改善に即効性を持たせるとともに、広く一般に介護事業所による購入が可能となる
よう先駆的な取り組みについて支援を行うn

介護従事者負担軽減のた
めの介護ロボット導入計画

介護ロボット

の導入     サ_ビス提供

黎
負担軽減・効率化
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訪問サービスの機能強化について

(訪間サービスの機能強化 )

① 」ヽ規模多機能型居宅介護の利用者について、在宅生活の継続を促進する観点から、訪間サービスを積極
的に提供する体制の評価を行うため、訪間を担当する従業者を一定程度配置するとともに、1月 あたり延べ訪

間回数が一定数以上の事業所については、新たな加算として評価する。

また、小規模多機能型居宅介護の利用者について、在宅生活の継続を促進する観点から、当該加算につい

ては区分支給限度基準額の算定に含めないこととする。

対応

|○ 訪間体制強化加算の新設 (新規) ⇒ ○単位/月
「‐‐‐‐‐‐‐ｔｉ‐‐‐‐‐‐‐‐‘‐‐‐‐‐‐―
・̈，

|(概要 )

1 訪間を担当する従業者を一定程度配置するとともに、1月 あたり延べ訪間回数が一定数以上の
1 小規模多機能型居宅介護事業所について評価する。

○ 当該事業所の延べ訪間回数に関わらず、「通い」「泊まり」の利用状況は概ね同程度である。
○ 利用タイプ別にみると、「通い十訪間」は増加傾向にあり、一方で「通い+,白まり」は減少傾向にある。
○ 訪間回数の多い事業所では、主治医との連携や地域との交流の取組割合が高い。

[1事業所あたり月間訪間回数別の利用状況]
(利用者1人あたりの月間利用回数)
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[地域等との連携の取組状況]

事 業 所 数 1南 しヽ 訪 間 ,自 1にり

全体 (サ高住 竿との併設なし) 1,707(1000。

日間 証 べ 計 閣 同 獅

1回以上100回未満 917(537。。 2

100回以上 1501可 天満 233(136° 0 6

150回以上200回未満 145( 850,

200回 以上250回未満 85( 500i 11 6

250回 以上 222(13000 21

、゙ミ
Fミ 、

ミヽ

【出奥】(左 )平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査 (平成25年度調査 )「 集合住宅における小規模多機能型居宅介護の提供状況に関する調査研究事業」

(右 )平成25年度老人保健健康増進等事業「運営推進会議等を活用した小規模多機能型居宅介護の質の向上に関する調査研究事業」(全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会 )

サービスの実施状況

[利用タイプ別利用状況]



(登録定員等の緩和)

② Jヽ規模多機能型居宅介護の登録定員を29人以下とする。あわせて、登録定員が26人以上29人以下の指定
小規模多機能型居宅介護事業所について、当該事業所の居間及び食堂を合計した面積が、「利用者の処遇
に支障がないと認められる十分な広さが確保されている場合」には、通いサービスに係る利用定員を18人以

下とすることを可能とする。
なお、宿泊サービスに係る利用定員については、利用状況等を踏まえ、現行のとおりとする。

対応

l・ 登録定員について、現行の25人以下から29人以下とする見直しを行う。           |
|。 あわせて、登録定員が26人以上29人以下の小規模多機能型居宅介護事業所については、登録
1 定員に応じて、通いサービスに係る定員を最大で18人以下とする。
| この場合には、居間及び食堂を合計した面積について一定の要件を定める。

小規模多機能型居宅介護の利用状況

○

○

「登録定員」「通い定員」は、基準で定める上限数に設定している事業所が約8割を占める。
「登録者数/定員」(=充足率)は、80%以上の事業所が46.5%であり、平均は755%である。

[登録定員] [通い定員] [泊まり定員 ]

望人以 18～ 23
下    人

8.

[充足率 (登録者数/定員)]

0%     10%    20%    30%    40%    50%    600/0    70%    80%    90%    100%

圏20%以下  ■20～ 40%以下  E140～ 60% 目60～ 80% N80%～ 99% S100%

lo人 以

(平均755%)
[平均利用状況 ]

登録者数 (平均) 181人

1日 あたり
通い利用者数

106人

1日 あたり
泊まり利用者数

43ノに

【出奥】平成25年度老人保健健康増進等事業「運営推進会議等を活用した小規模多機能型居宅介議の質の向上に関する調査研究事業」(全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会)



看取りの実施に対する評価について

(看取り期における評価の充実 )

③ 中重度の要介護者への対応の更なる強化を図るため、看取り期における評価について、看護師による24時

間連絡体制が確保されていること、利用者又は家族の同意を得て利用者の介護に係る計画が作成されてい

ることに加え、医師・看護師口介護職員等が共同して必要に応じて利用者又は家族への説明を行う場合等につ

いて、新たな加算として評価する。

対応

○ 看取り期情報提供加算の新設  (新規)⇒ ○単位/日               |

(概要 )

以下のような看取り期における取組について評価する。
口看護職員配置加算 (I)を算定していること。
看護師により24時間連絡できる体制を確保していること。

小規模多機能型居宅介護における看取りの状況

○ 安定期から死亡まで通じて事業所が関わつたケースは約3割であり、安定期から一定の時期 (終末期、臨死
期の前)まで事業所が関わつたケースを含めると約75%である。
○ 全て又はほとんどの職員に看取りの知識があるとする事業所は、約4割である。
○ 看取りに着目した報酬上の特別の評価はない。

看取りの状況 (n二 1、 148)

0%     10%    20%    30%    40%    50%    60%    70%    80%    90%    100%

ヽ安定期から死亡まで事業所が関わつたケース(n=3361

□安定期から事業所が関わり、終末期及び臨死期に居宅サービスヘ移行したケース(n=701

□安定期から事業所が関わり、臨死期に病院に入院したケース(n=185}

安定期から事業所が関わり、終末期以降は病院に入院したケース(n=253)

看取りの経験がない(ni304)

職員の看取りに対する知識 事業所内の看護師の看取り対応の可否

全く知識が

ない

28%

全ての

職員に

知識がある

3.5%

ほとんど職

員に知識が

【出典】平成25年度老人保健健康増進等事業l運営推進会議等を活用した小規模多機能型居宅介護の質の向上に関する調査研究事業」(全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会)



運営推進会議及び外部評価の効率化について

(運営推進会議及び外部評価の効率化)
④ 運営推進会議と外部評価は、ともに「第二者による評価」という共通の目的を有することを踏まえ、事業所が
引き続き、自らその提供するサービスの質の評価 (自 己評価)を行い、これを市町村や地域包括支援センター

等の公正・中立な立場にある第二者が出席する運営推進会議に報告した上で公表する仕組みとする。

対応

・ 小規模多機能型居宅介護事業所における評価は、事業所の個々の職員が自らの振り返りとし |

て自己評価を行い、当該自己評価をもとに事業所全体としての評価をとりまとめた上で、運営 |
推進会議において、当該自己評価の確認を行う仕組みとする。
・ 運営推進会議には、市町村や地域包括支援センター等の公正口中立な立場にある第
席を求めることにより、自己評価結果の客観性を確保する。
・ サービスの特性を踏まえた評価項目等については、別途お示しする。

三者の出 |

(参考)「 自己評価」と「地域からの評価」のポイントとプロセス

【小規模多機能型居宅介護、複合型サービス、定期巡回口随時対応型訪間介護看護における評価のポイント】
◆全職員が自らを振り返り、自己評価を行うこと

◆自己評価をもとに、事業所全体で振り返り、話し合い、共有すること
◆運営推進会議等で、自己評価の結果を報告し、かつ、地域からの意見をいただき、運営に反映させること
◆自己評価及び地域からの評価を毎年繰り返しながら、質の向上を図つていくこと
⇒評価をスタッフ全員で行い、話し合うことでチーム作りになり、提供するサービス内容の“振り返り になる
⇒地域の方々の事業に対する理解が進む
⇒地域からの評価を行う運営推進会議等に、行政や地域包括支援センター等の公正・中立な立場にある第三者が参加する
ことで、客観性の担保と理解の促進につながる

【小規模多機能型居宅介護における評価のイメージ】

【個人作業】 ミーティング

ヽ業所内の全職員を対
象として実施。一人ひとり
の個人作業。

事業所内のミーティン
グを通じて、

イ国人がチェックした個
別振り返リシートをも
とに言舌し合う

運営推進会議で事業所自己評価の確
認と地域からの意見をもらう。
前回の改善計画が実行されているかを
明らかにし、今回の改善計画を策定
、さらに改善を促す。

地域から
の意見

評価の視点、
評価ブロセス

を理解する

研修を実施 外部への公表

評価の仕方や

チエック項目に
ついての説明
書を作成し、

徹底する。

出典:平成25年度老健事業「運営推進会議等を活用した小規模多機能型居宅介護の質の向上に関する調査研究事業」(全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会)



看護職員の配置要件、他の訪間看護事業所等との連携について

(看護職員の配置要件、他の訪間看護事業所等との連携 )

⑤ ノlヽ規模多機能型居宅介護事業所の看護職員が兼務可能な施設・事業所について、その範囲に現行の「併

設する施設・事業所」に加え、「同一敷地内又は隣接する施設・事業所」を追加するとともに、兼務可能な施設・

事業所の種別について、介護老人福祉施設や介護老人保健施設等を加える。
また、人材確保の観点から、看護職員配置加算について、看護職員を常勤換算方法で1以上配置する場合
については、新たな加算として評価する。

対応

|OJヽ規模多機能型居宅介護従業者のうち看護職員が兼務可能な施設口事業所の見直し    |
| ・ 小規模多機能型居宅介護従業者のうち看護職員が兼務可能な施設口事業所について、「同一 |

1 敷地内」の要件を見直し、同一敷地内又は道路を隔てて隣接する施設・事業所と兼務できるもの |

| とする。あわせて、兼務可能な施設・事業所の種別を見直す。               |

看護職員配置加算(I)900単位/月     看護職員配置加算(I)
看護職員配置加算 (I)700単位/月  ⇒  看護職員配置加算 (I)

900単位/月
700単位/月
○単位/月|   (新規)

|(概要)(看護

新規)              看護職員配置加算 (Ⅲ )

(看護職員配置加算 (Ⅲ ))

1  常勤換算方法で1人以上の (准 )看護師を配置する場合に評価する。

小規模多機能型居宅介護と他の事業との兼務

【現行】 【改定案】

併設する事業所

介
護
職
員
の
兼
務
可
能

看
護
職
員
の
兼
務
可
能

地域密着型介護老人福祉施設

地域密着型特定施設
認知症対応型共同生活介護事業所
介護療養型医療施設

○ ○

居宅サービス事業所

定期巡回型・訪間介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

介護老人保健施設 (定員29人以下 )

× ×

広域型の特別養護老人ホーム

介護老人保健施設
× ×

(留意事項)
・兼務できる施設・事業所は、
小規模多機能型居宅介護と併設する事業所に限る。

併設する事業所

介
護
職
員
の
兼
務
可
能

看
護
職
員
の
兼
務
可
能

地域密着型介護老人福祉施設
地域密着型特定施設
認知症対応型共同生活介護事業所
介護療養型医療施設

○ ○

居宅サービス事業所

定期巡回型・訪間介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

介護老人保健施設 (定員29人以下 )

× ○

広域型の特別養護老人ホーム

介護老人保健施設
× ○

(留意事項 )
・兼務できる施設・事業所は、介護職員は「併設する施

設・事業所」、看護職員は「同一敷地内又は道路を隔て

て隣接する等、利用者の処遇に支障がないと認められ

る範囲にある事業所J



看護職員配置加算について

○ 看護職員配置加算の算定状況は、(I)は 262%、 (■ )は22.4%(平 成26年 5月 審査分)であり、合計で48.6%
の事業所で算定されており、平成21年の加算創設以降、取得率は着実に増加している。

○ 看護職員配置加算を創設した平成21年には、看護職員を常勤化する動きがみられるが、平成21年以降の雇

用形態は概ね横ばいであり、常勤兼務や非常勤の看護職員が多数を占める。

看護職員配置加算の算定状況

麒
黙
銀
懇
ふ
麒
鰈

麒
悠
聡
熟
ぶ
臨
綴

看護師の雇用形態
b16ヽ    ′19フ %    506%    5o3%    506%

354ヽ    338%    355%    358%

― ■ F「専、■ ― =],殿
fl

准看護師の雇用形態

― ■トミド

%
404%
錯

^

483ヽ    418%    主。8ヽ    ●0。%    402%

【出典】 (左 )介護給付賛実態調査 (右 )介 :Iサービス施設 事業所調査

lヽ さヽ     15ヽ も

人員欠如減算適用事業所数 (年間累計 )

21年度 22年度 234二月蓋 24年度 254=F匿

減算適用

事業所数【推計】
4(

小規模多機能型居宅介護における地域との連携に係る取組の推進

(地域との連携の推進 )

⑥ Jヽ規模多機能型居宅介護の地域との連携を推進していくため、小規模多機能型居宅介護事業所と同一敷
地内に併設する事業所が新総合事業を行う場合は、利用者の処遇に支障がないことを前提に、小規模多機
能型居宅介護事業所の管理者が、新総合事業の訪間型サービスや通所型サービス等の職務と兼務すること
を可能とするとともに、事業所の設備 (居間及び食堂を除く)について、新総合事業の訪間型サービスや通所
型サービス等との共用を可能とする。

対応

・ 小規模多機能型居宅介護事業所と同一敷地内に併設する事業所が「介護予防・日常生活支援
総合事業(以下「総合事業」)」を行う場合には、入所者の処遇に影響がないという条件のもと、人
員口設備について以下のとおりとする。

① Jヽ規模多機能型居宅介護事業所の管理者が、総合事業の訪間型サービスや通所型サービ
ス等の職務と兼務することを認める。



同一建物居住者へのサービス提供について

(同一建物居住者へのサービス提供に係る評価の見直し)

⑦ サービスの提供実態を踏まえ、事業所と同一建物 (養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、
サービス付き高齢者向け住宅に限る。)に居住する利用者に対してサービスを行う場合の基本報酬を設定す
る。

対応

小規模多機能型居宅介護費

要介護¬

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

【改定案】

小規模多機能型居宅介護費

イ 同一建物以外の居住者に対して

行う場合

要介護¬

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

小規模多機能型居宅介護費

口 同一建物居住者に対して行う場合

要介護 1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

集合住宅におけるサービス提供状況

01週 間におけるサービスの提供時間は、戸建ての利用者で2,921分 、サ高住等で1,534分だつた。
○ 利用者1人あたり、平均的なサービス提供回数は、1カ月(平成25年 11月 )で、通いは平均は17.0回 、訪間は
105回 、宿泊は73回だつた。
○ 住居が有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅、旧高齢者専用賃貸住宅では、「訪間」の提供回数
が多く、「宿泊」の提供回数は少なく、戸建とは異なる傾向がみられた。

[1週間のサービス提供時間 (単位 :分 )]

1,528    292分

ヽき
=t  t.ュ′

179、 、40  1.132   2=じ iバ

サ高住等         45 1534分

0     500   1,000  1,S〔 X) 2.000  2′ 500  3,000  3,500  4,000

沐通い K訪問  宿泊

[住居の形態別 通い・訪間・宿泊回数 (¬ 人あたり平均)(単位:回 )]

通い回数 訪闇回数 宿泊回数

件 数 平均 件 数 平均 件 数 平均

全体 35,737:    17( 33.912:    10〔 34,047:     7

戸建

集合住宅

有料老人ホーム

サーヒ
｀
ス付き高齢者向け住宅

27.4561

4.007:

25,874

3.845
６
】‐２
一

」

一

201101L“ 7」
3,742__5:

9821    141

1.5711    144

1.011

1.523
Lヱ :`
_ βO〔
17,L」・1
1,4431_Ⅱ』〔

l口 菖 齢 者 童 田賃 貸 イキ卒 470 473:1   50, 4331口    0〔

[同一建物減算の算定状況]

(各年5月審査分 )

平成24年 平成25年 平成26年

請求事業所数 2

単位数 7′ 233,93 5′ 832′ 06 6,604,27(

【出奥】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査(平成25年度調査)「集合住宅における小規模多機能型居宅介護の提供状況に関する調査研究事業」



事業開始時支援加算について

(事業開始時支援加算の見直し)
③ 事業所開始時支援加算については、平成26年度末までの経過措置であることから、現に定めるとおり、廃止

する。

対応

1 事業開始時支援加算  500単位/月  ⇒  (廃止 )

グループホームとの併設型における夜間の職員配置について

(認知症対応型共同生活介護事業所との併設型における夜間の職員配置の緩和)

⑨ 月ヽ規模多機能型居宅介護事業所が認知症対応型共同生活介護事業所を併設している場合における夜間
の職員配置について、入居者の処遇に影響がないことを前提に、小規模多機能型居宅介護事業所の泊まり

定員と認知症対応型共同生活介護事業所の1ユニットあたりの定員の合計が9名以内であり、かつ、両者が

同一階に隣接している場合には、夜間の職員配置について兼務を可能とする。

対 応



小規模多機能型居宅介護と広域型特養との併設について

(小規模多機能型居宅介護と広域型特別養護老人ホームとの併設)

⑩ 」ヽ規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に併設できる施設口事業所については、広域型の特別養護老

人ホームなどの社会福祉施設や介護老人保健施設との併設を認めていない取扱いを見直し、施設類型に関

わらず、小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえた上で、市町村が個別に判断できるように見直す。

対応

|・ 施設種別ごとに一律に併設の可否を定めている現行の取扱いを見直す。          |
|・ 広域型の特別養護老人ホームなどの大規模な施設を同一建物に併設する場合には、小規模多 |

1 機能型居宅介護が、利用者と職員とのなじみの関係を構築しながらサービスを提供するもので |
| あることに鑑み、小規模多機能型居宅介護として適切なサービスが提供できることを市町村が個 |

1 別に確認した上で判断する仕組みとする。                       |

小規模多機能型居宅介護と他の施設・事業所との併設

○指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について
(平成18年 3月 31日 老計発第0331004号 、老振発第0331004号 、老老発第0331017号 )

【現行】                   【改定案】

併設する事業所

同

一
建
物
に
併
設

同
じ
法
人
が
別
棟
に
併
設

地域密着型介護老人福祉施設
地域密着型特定施設
認知症対応型共同生活介護事業所

介護療養型医療施設

○ ○

居宅サービス事業所

定期巡回型・訪間介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

介護老人保健施設 (定員29人以下 )

○ ○

広域型の特別養護老人ホーム

介護老人保健施設
× ○

【改定案】

併設する事業所

同

一
建
物
に
併
設

同
じ
法
人
が
別
棟
に
併
設

地域密着型介護老人福祉施設
地域密着型特定施設
認知症対応型共同生活介護事業所
介護療養型医療施設

居宅サービス事業所

定期巡回型・訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

介護老人保健施設 (定員29人以下 )

広域型の特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

―律に併設の可否を定めるのではなく、それぞ

れの環境を踏まえて半」断



中山間地域等における小規模多機能型居宅介護の推進について

(中山間地域等における小規模多機能型居宅介護の推進 )

① 中山間地域等に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて小規模多機能型居宅介護
を提供する場合は、新たな加算として評価する。

対応

○ 厚生労働大臣が定める地域 (中山間地域等)に居住している利用者に対して、通常の事業の実
施地域を越えて、小規模多機能型居宅介護を行つた場合の加算

(新規)⇒  所定単位数の○/100に相当する額を加算

(概要 )
指定小規模多機能型居宅介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利

用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて、指定小規模多機能型居宅介護を行つた場合に

評価する。

包括報酬サービスの加算と区分支給限度基準額について

(4)定期巡回・随時対応型訪間介護看護、小規模多機能型居宅介護及び複合型サービス共通事項

(総合マネジメント体制強化加算の創設等 )

定期巡回口随時対応型訪間介護看護、小規模多機能型居宅介護及び複合型サービスを提供する事業所は、

日々変化し得る利用者の状態を確認しつつ、一体的なサービスを適時・適切に提供することが求められる。
このため、利用者の生活全般に着目し、日頃から主治医や看護師、他の従業者といつた多様な主体との意思

疎通等を図り、適切に連携するための体制構築に取り組む必要があり、通常の居宅サービスとは異なる「特有
のコスト」が存在する。当該コストは、現行もそれぞれの基本サービス費の中で手当されているが、より効果的ロ

効率的に利用者を主体とした在宅における生活の継続を可能とする観点から、積極的な体制整備に係る評価と

して、総合マネジメント体制強化加算を創設するとともに、当該加算については区分支給限度基準額の算定に含
めないこととする。

対応

○ 総合マネジメント体制強化加算の新設  (新規)⇒  ○単位/月

(概要 )

利用者の生活全般に着目し、日頃から主治医や看護師、他の従業者等といつた多様な主体と

の意思疎通等を図り、適切に連携するための体制構築に取り組んでいる場合に評価する。


